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１．被災者の健康管理

＜被災地における医療提供体制＞

○開院率：診療所95.9%（診療等への制限がないもの59.8%）、歯科85.3%、薬局94.6％

○八代港に接岸した船舶「はくおうⅡ」において日本赤十字社救護班により、医療提供を実施

＜一次避難先の被災者への対応状況＞ 避難所数71箇所、避難者数2,943人（８月21日時点）

○各活動チーム等により、熱中症やエコノミークラス症候群、感染症対策等の

健康管理や避難所の環境改善、要配慮者の日常生活上の支援等を実施

＜在宅等の被災者への対応状況＞（詳細は「２．保健師等チーム等による訪問実績等について」）

○保健師等チーム等にて熊本市、八代市、氷川町、宇城市、宇土市、美里町の戸別訪問を実施

○介護支援専門員・相談支援専門員等により、八代市、氷川町、宇城市、宇土市、美里町の

在宅高齢者・障害児者等への個別訪問を実施

○保健センター等に設けている被災者の健康相談を広く受け付ける窓口を、

厚労省と県のホームページ等に掲載することにより周知・広報

＜二次避難先等の被災者への対応状況＞ 170施設、361件802人マッチング済（ 1,264件申込）（８月19日時点）

○二次避難先等についても、保健師等による健康管理や、相談員等による見守りを実施予定

○ホテル避難においては、ホテル避難者用のアプリ・コールセンターによる健康チェックや、

看護師等による健康状態の把握及び見回り訪問の実施（熊本県実施）

○応急仮設住宅等については、現在入居申請受付中。今後、被災者見守り・相談支援等事業による見守りや保健師等による戸別訪問等を実施予定

○被災者の健康管理を支援するため、地方自治体の派遣要請に基づき、保健師等チームの応援派遣を実施。相談員については、様々な関係者・関

係団体と連携することにより、支援を実施
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２．保健師等チーム等による訪問実績等について

【保健師等チーム等による戸別訪問について】
１．派遣先市町における保健師等チーム等の戸別訪問の状況

２．戸別訪問により必要に応じて、以下の取組等を実施。

・医療ニーズを踏まえた医療機関への受診勧奨

・こころのケアが必要な場合の、医療機関やDPATとの情報連携

・孤立した高齢者に対する、介護支援専門員や福祉専門窓口との連携

【介護支援専門員・相談支援専門員による個別訪問について】
１．介護支援専門員については、八代市：約600世帯（※１）、氷川町：約4,500世帯（※２）を個別訪問予定。８月20日までに

八代市：294世帯、氷川町：389世帯（※３）を訪問済み。

※１ 鏡、千丁地区の75歳以上高齢者のみ世帯 ※２ 全戸を保健師等と分担して個別訪問 ※３ 保健師等との合計は約3,600世帯

２．相談支援専門員については、予定していた八代市171人、氷川町93人に対して個別訪問済。8月17日から宇城市70人、宇土

市64人、美里町131人を対象として個別訪問を開始。

３．個別訪問により必要に応じて、以下の取組等を実施。
・医療ニーズ：保健師等への情報共有
・福祉ニーズ：地域包括支援センターや担当部署へのつなぎ 等
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保健師等チーム等の訪問対象 訪問状況※１ 終了予定

熊本市 南区の被害が甚大な地域の65歳以上や障害者等のうちの一部 4,507※2 ２巡目まで終了し
個別対応へ移行

八代市 在宅の高齢者の単身世帯及び85歳以上のみ世帯（約4,300世帯）※3 3,967※2 確認中

氷川町 全戸訪問（約4,500世帯）及び継続支援が必要な者への訪問の２巡目※3 約3,200 ８月末頃

宇城市
小川地区（約4,000世帯）・豊野地区（1,500世帯）の全戸
松橋地区（約7,700世帯）の被害が甚大な地域※4 4,368

小川・豊野は
終了間近

宇土市
要介護者・要支援者のうち介護支援専門員等が関わっていない者
（約315名）及び継続支援が必要な者への訪問の２巡目

469
２巡目まで終了し
個別対応へ移行

美里町 被害が甚大な地域及び継続支援が必要な者への訪問の２巡目 594
２巡目まで終了し
個別対応へ移行

※１：継続支援件数、不在件数等を含む場合がある
※２：市災害対策本部資料より熊本市は8/19時点、八代市は8/19時点の件数を引用
※３：介護支援専門員等と分担して訪問
※４：松橋地区の訪問対象地区は不明
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令和８年熊本地震における厚生労働省の対応について
３．被災施設への支援

（１）医療施設における支援
○医療施設 ７施設に対して、国交省・自衛隊等により給水支援等を継続

○災害復旧費の公費補助支援（公的医療機関：2/3補助、政策医療実施機関等：1/2補助）

（２）福祉施設における支援
＜給水の支援状況＞
○介護・福祉施設等18施設からのニーズに対し、自衛隊トレーラーや国交省等給水車により対応。

＜入浴ニーズの支援状況＞
○訪問入浴車の派遣調整等を実施。
○井戸水を使用する施設について、井戸の原形復旧費(代替井戸の掘削費を含む)が補助対象となることを周知。

＜災害復旧支援＞
○災害復旧費の公費補助支援（高齢者施設・障害者施設：5/6補助）

＜人的支援＞
○熊本県内での応援派遣に加え、熊本県以外の都道府県からの介護職員等の応援派遣を実施中。
※ 全国社会福祉協議会を中心に、被災施設のニーズや、各都道府県の災害福祉支援ネットワークから派遣可能な職員数・期間を集約し、マッチ
ングを実施。【派遣状況：要望施設数 21施設、派遣調整済 18施設（８月19日20時時点）】

４．被災者支援のための特例的な対応等

○被災した被保険者に係る医療費窓口負担・保険料（税）の減免について周知

○障害福祉サービス等の利用料支払い困難者について、利用者負担の猶予・免除等実施を周知

○被災した要介護高齢者等について特別な対応（保険料及び利用者負担の減免・定員超過利用）について周知

○生活福祉資金貸付の緊急小口資金の特例

５．情報発信

○厚生労働省ＨＰに、令和８年熊本地震の特設サイトを設置

○避難所における医療支援活動等を厚生労働省のSNS上で発信 3

SNSによる発信



○熊本労働局及び管内全ての労働基準監督署・ハローワークに

特別労働相談窓口を設置し、労働者や事業主等からの相談対応を実施

（相談件数：延べ1,891件※ （８/20集計時点））

※うち、396件が雇用調整助成金に関する相談

○一時離職者への失業手当支給、給付日数の延長、認定日の柔軟な

取扱いによる特別措置

令和８年熊本地震における厚生労働省の対応について
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６．雇用対策

【特例措置の主な内容】※地震発生日（7月28日）に遡って適用

✓ 令和８年熊本地震に伴う経済上の理由により事業活動を

縮小する全国の事業主を対象

✓ 生産量低下の確認期間を３か月から１か月に短縮

✓ 休業日数から残業時間分の日数を差し引くルールを撤廃

（熊本県内事業所のみ）

✓ 教育訓練の実施状況に応じて助成率を引き下げるルールを撤廃

（熊本県内事業所のみ）

＜特別労働相談窓口等の対応＞

○雇用調整助成金の特例措置について、

審議会での答申（８月20日）を受けて関係省令を施行予定。

精力的な周知広報に努め、熊本労働局及び管内のハローワーク

において申請等に関する相談に丁寧に対応。

＜雇用調整助成金の特例＞

特別労働相談窓口



（参考）各活動チームの状況

【主な活動チーム】（延べ派遣人数：２万人日）(8月20日集計時点)

１．保健チーム（計45チーム）：避難所等における健康管理等、コロナを含む感染症管理・対策の支援等

・保健師等チーム（35チーム活動中）→避難者の健康管理、熱中症対策などの指導・実施等。

・DHEAT（４チーム活動中）→熊本県庁の保健医療福祉調整本部及び保健所における指揮調整の支援等。

・JDA-DAT（３チーム活動中） →避難所等を巡回し、高齢者等の配慮が必要な方も含めた栄養・食生活支援を実施。

・DICT（３チーム活動中）→感染症の専門家を中心としたチームで避難所を巡回し感染対策の助言を実施。

・FETP（遠隔支援中）→感染症疫学調査により感染症の発生動向や衛生環境を評価したレポートを作成。

２．医療チーム（計151チーム）：医療機関の診療支援、避難所等における救護活動等

・DMAT（47チーム活動中）→救護活動や熱中症・感染症対策等を指導。

・日赤救護班（33チーム活動中）→巡回診療によるけがの治療等を実施。

・JMAT（36チーム活動中）→病院診療支援、診療所診療支援等

・NHO医療班チーム（４チーム活動中）→避難所での発熱・けが等の診療、感染症対策等を実施。

・DPAT（10チーム活動中）→巡回診療等やこころのケア等を実施。

・災害支援ナース（50名が活動中）→避難所に常駐し、避難者の健康管理、要配慮者の支援、夜間対応、感染症対策等を実施。

・JRAT（16チーム活動中）→避難所の環境調整や生活不活発病の予防等を実施。

・JDAT（５チーム活動中）→避難所等で口腔衛生用品の配布を含む歯科保健活動等を実施。

３．福祉チーム：避難所等における要配慮者への福祉的支援、避難所の環境整備等

・DWAT（21チーム活動中）→高齢者等への生活上の相談支援、障害者の避難スペースの確保などの環境整備を実施。

令和８年熊本地震における厚生労働省の対応について
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発災初期から復旧・復興期にかけての主な対応（厚生労働省関係）
発災初期 避難の継続 復旧・復興

避難所 二次避難所 自宅の復旧等
（借り上げホテル、公営住宅空き室、応急仮設住宅）

避
難
先

医
療

医療機関等での医療活動を支援（災害派遣医療チーム：DMAT）

巡回診療等（日赤救護班、JMAT（医師会））

初動対応（NHO初動医療班）

巡回口腔ケア等（日本災害歯科支援チーム：JDAT）

避難所の環境調整や生活不活発病の予防等（災害リハビリ支援：JRAT）

健
康
管
理
・
福
祉
支
援

避難者の健康管理、避難所等巡回、在宅避難者の戸別訪問（保健師等チーム）

特殊栄養食品の配布等を通じた栄養・食生活支援（日本栄養士会災害支援チーム：JDA-DAT）

感染症の発生動向や衛生環境をレポート（実地疫学専門家：FETP）

専門家として感染対策を助言（災害時感染制御支援チーム：DICT）

精神科医療機関等での医療活動支援等（災害派遣精神医療チーム：DPAT） 精神保健福祉センター等による心のケア

避難所等での健康支援（感染症、深部静脈血栓症、生活不活発病等の予防等）

在宅避難者の健康支援

保健所等の指揮調整の支援（災害時健康危機管理支援チーム：DHEAT）

生
活
・
生
業
支
援

各種期限の特例延長等

生活福祉資金貸付の特例

特別労働相談窓口の設置・一時離職者への失業手当支給等の特別措置などの雇用対策
労働関係法令のSNS等による周知

雇用調整助成金の特例措置が幅広く利用されるよう広報・周知

医療・介護・障害に係る負担の減免

医療・福祉施設の復旧費用の補助、資金繰り支援

高齢者等への個別訪問（被災高齢者等把握事業、被災者見守り・相談支援等事業等）

高齢者等への生活上の相談支援等 (災害派遣福祉チーム：DWAT) →全国から各施設への応援派遣

医療機関、避難所での医療活動支援・健康管理・夜間対応等（災害支援ナース）

保健医療福祉調整本部の立ち上げ支援等（災害時健康危機管理支援チーム：DHEAT先遣隊）

救命救急・外傷治療／透析の確保等

慢性疾患の治療と継続 → 通常の保険診療への移行

メンタル面の予防とケア

救急医療・患者搬送

避難所での診療、感染症対策等（ NHO医療班 ）
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